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≪介護医療院の概要・現状について≫ 
 

Ⅰ．概要について 
令和6（2024）年3月末に予定されている介護療養型医療施設（以後「介護療養病床」と表記）

の廃止まで半年を切りました（図1参照）。 

介護療養型医療施設は、平成5（1993）年の医療法改定から療養型病床が導入され、平成12

（2000）年に施行された介護保険法により誕生しました。比較的重度の要介護者を受け入れ、長

期に渡った介護、日常的な世話や訓練、また必要に応じた医療サービスを提供する施設ですが、

平成18（2006）年に厚生労働省が実施した実態調査の結果、医療療養病床と介護療養病床で入院

患者の状況に大きな差が見られなかった（医療の必要性の高い患者と低い患者が同程度混在）こ

と、それぞれの財源（医療保険と介護保険）の役割分担、医療費の適正化などの理由により廃止

が決定しました。 

 

【図1】 出典：厚生労働省「第85回社会保障審議会介護保険部会」資料 
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Ⅱ．移行状況について 
介護療養病床の主な転換先である介護医療院について、厚生労働省の統計（図2、図3参照）に

よると、令和5（2023）年6月末時点の介護医療院の施設数は794施設、療養床数は46,848床とな

っています。転換期限を間近に控え、施設数、療養床数の伸び率が高くなっていることが確認で

きます。 
  

【図2】出典：令和5年8月25日厚生労働省老健局老人保健課「介護医療院の開設状況」資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【図3】出典：令和5年8月25日厚生労働省老健局老人保健課「介護医療院の開設状況」資料 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Ⅲ．介護医療院転換後の経営の変化（実態調査より） 

介護療養病床から介護医療院に転換した後の経営状況はどのようになっているのでしょう

か。令和4年度介護事業経営概況調査結果（介護医療院は令和5年度介護経営実態調査結果

（案））より両サービスの収支について確認します（図4、図5参照）。 

太い枠で囲んであるところが収支差となっています。各年度の決算額については介護医療院

の方が大きく利益を出していることが確認できます。介護医療院の収益に関して、令和3年度

決算額が前年よりも下がっているのは、「移行定着支援加算」の算定が令和3（2021）年3月
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で終了したことも影響していると考えられます。そして、令和4年度決算で、介護医療院の収

益が悪化しているのは、物価高騰なども要因といえるでしょう。 

今後、更に収益を上げるためにはLIFE関連加算の算定は必至です。多職種の連携・協働の実

現が加算の算定につながっていきます。 

また、急性期病棟や地域包括ケア病棟、回復期リハビリテーション病棟の入院料の施設基準

として必要となる「在宅復帰率」について、介護医療院は「在宅」としてカウント出来るとい

う強みもあります。これを稼働率の安定につなげていくことが可能であると考えます。 
 

【図4】出典：厚生労働省・令和4年度介護事業経営概況調査結果 

【図5】出典：厚生労働省・令和5年度介護事業経営実態調査結果（案） 
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2024年度は、診療報酬、介護報酬さらには障害福祉サービス等報酬が同時に改定される「ト    

リプル改定」の年です。 

今回のトリプル改定は、2025年問題に向けての最終段階、更にはその先の2040年問題に向

かう改定となります。 地域包括ケアシステムにおける自院の役割をしっかりと見極めて対応し

ていくことが必要です。また専門領域での特化、強みを持つことが重要となってきます。 

厚生労働省の「令和6年度の同時報酬改定に向けた意見交換会」においては、人生の最終段

階における医療と介護のあり方の検討の中で、介護医療院について、ターミナルケアの実施が

一定程度求められている旨や、必要な高額薬剤の使用が増えてきている現状を踏まえ薬剤報酬

包括範囲の見直しが議論される等、果たすべき役割の更なる強化の方向性も予想できます。 

介護医療院への移行について必要な情報及び支援ツール等は、独立行政法人福祉医療機構の

サイトより取得することが可能です。是非有効に活用しましょう。 

 

介護医療院への移行支援について （https://www.wam.go.jp/hp/kaigoiryoin/）  
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